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1. はじめに 

近年、日本では医療格差が問題視されている。

医療格差の中には、医療費格差や高度医療技術の

格差など様々な問題があるが、本研究では「医師

の偏在」に着目した。 

日本全体での医師数は増加しているにも関わら

ず、医師の地域偏在が顕在化している。医師の偏

在とは、医師が総数としては足りているものの、

適切に配置されていないために、地域によっては

医師が不足しているという状況である。 

医師の偏在が起きている背景は、2004年に臨床

研修医制度が改正されたことで医局人事制度が崩

壊し、医師が自ら勤務病院を選択できるようにな

ったことである（日本医師会, 2009）。それゆえ、

勤務医や研修医が研修の充実している病院や都会

の大病院に集中した(東京都医師会, 2009)。また、

都道府県別 10 万人あたりの医師数で比べてみる

と、1 位の徳島県が 329.5 人であるのに対し、最

下位の埼玉県は 169.8 人と大きな差がある(厚生

労働省, 2018)。 

中澤（2010）には、「医師不足は、都道府県ある

いは地域単位で解決できる問題ではなく、わが国

が一丸となって取り組むべき課題と言える。（中略）

『できることから始める』ことが今必要とされて

いる。」とある。しかしながら、具体的な政策は提

言されていない。そこで、本研究では医師偏在の

影響を分析した上で、政策提言を行うことにする。 

本稿は、医師数の偏在が各死亡者数および救急

搬送収容時間に対し、どのような影響を与えてい

るのかを実証的に調べることを目的とする。本稿

では、「医師数の地域偏在はその地域の患者の死亡

者数や救急搬送収容時間に影響を与えている」と

いう仮説に対し、「政府統計の総合窓口(e-stat)」

の都道府県データと「総務省消防庁」のデータを

用いて、分析・考察を行う。また、結果から現状

を把握し、医師偏在に対する対策を提案する。 

2. 分析方法 

本研究では、日本三大疾病の悪性新生物と、脳

血管疾患の2つの死亡者数（人口10万人当たり）、

救急搬送収容時間を被説明変数とするパネルデー

タ分析を行う。 

この 2つの疾病を取り上げた理由は、悪性新生

物は死亡者数が一番多く、かつ治療にかかる期間

も比較的長い疾病であること、また、脳血管疾患

は発症から治療までの速さが救命率に関わるため

である。このように症状や治療法の異なる疾病の

死亡者数を分析対象とすることで、医師偏在の問

題がより具体的かつ明確となり、医師偏在に対す

る今後の対策を構築するうえでの有用な知見を提

供できると考えられる。 

また、3 つ目の救急搬送収容時間の分析では、

「医師不足の場合、受け入れ拒否せざるを得ない

状況が発生し、救急搬送収容時間が長くなる」と

いう仮定を立てた。 

被説明変数および説明変数は表 1の通りである。 
表 1 被説明変数および説明変数 

 
分析モデルは以下のとおりである。 

𝑌𝑖𝑡 = 𝛼 + 𝛽𝑇𝑡 + 𝛾𝐷𝑜𝑐𝑖𝑡 + 𝛿𝑋𝑖𝑡 + 𝑍𝑖 + 𝑒𝑖𝑡 
𝑖:都道府県 t:時点 Y=被説明変数 𝑇:時点ダミ

ー 𝐷𝑜𝑐:人口 10万人当たりの医師数 𝑍𝑖:個別効

果 𝑋𝑖𝑡:説明変数 𝑒𝑖𝑡:誤差項 

使用した各変数データは、基本的に 2012 年、

2014 年、2016年の 3期（一部、近い年のデータ）

の人口 10万人あたりのパネルデータである。 

これらのモデルについて、個別効果と呼ばれる

地域特有の観測されない要因を制御するため、3

年分のパネルデータを用いた固定効果モデルによ

る分析を行った。 

3. 結果 
表 2 パネルデータ分析の推定結果 

 



 

a.悪性新生物による死亡者数 

表 2 の通り、一般医師数の係数の値は-3.63 で

あり、人口 10 万人あたりの一般医師数が 1 人増

えると、人口 10 万人あたりの悪性新生物による

死者数が 3.63人減少することがわかる。なお一般

医師数の係数の t 値は-2.04 であり、統計的に有

意である。 

b.脳血管疾患による死亡者数 

表 2の通り、一般医師数の係数の値は 6.63、係

数の t 値は 0.52 であり、統計的に有意ではなか

った。そのため、仮説に反して、一般医師数は脳

血管疾患による死亡率に影響していないという結

果が得られた。 

c.救急搬送収容時間 

表 2 の通り、一般医師数の係数の値は-0.03 で

あったが、t値が-1.59 であり、有意水準 10%でも

統計的に有意とはならなかった。しかしながら、

サンプルサイズが小さいことも考慮すると、人口

10万人あたりの一般医師数が多ければ、救急搬送

収容時間が短縮されるという可能性が示唆される。 

4. 考察 

本研究の分析では、医師数が多ければ悪性新生

物の死亡者数は減少するが、脳血管疾患死亡者数

には医師数が影響を与えているとは言えないこと

が分かった。 

 この結果を受け、なぜ疾病ごとに死亡率への影

響が異なったかについては、悪性新生物と脳血管

疾患の病気の性質が関係していると考えた。悪性

新生物は早期発見・早期治療によって治る確率が

上がるとされている（厚生労働省, 2017）。医師数

の多い地域は医療体制が整っており、悪性新生物

の検診機会や治療の体制も充実しているが、無医

地区やへき地ではそれらが難しく、医師数が死亡

数に影響を与えたのではないかと考える。また、

脳血管疾患の死亡者数は医師数の影響を受けてい

ないという結果については、脳血管疾患は個人の

生活習慣や、居住している環境（気温や湿度等）

が深く影響している（豊田,2011）ことが考えられ

る。 

5. 政策提言 

医師の偏在対策と救急搬送の効率化を図るため、

医師を適切に配置する取り組みである「医師キャ

リア支援センター」の充実、救命への緊急性が特

に高い疾病の死亡率減少のための「救急安心セン

ター事業『#7119』」の規模拡大と普及が重要であ

ると考える。 

1)医師キャリア支援センターの設置 

医師偏在の課題解決に向け、各都道府県の地域

医療支援センター間での連携強化が必要である。

具体的な構想としては、①医学部を置く各大学に

「医師キャリア支援センター」を設置し、より狭

域での地域医療の現状把握・情報共有を目的とす

る。全ての医学生は当該大学、卒業生は出身大学

の「医師キャリア支援センター」に登録する。こ

こでは、医学部入学から卒業後にわたって医師の

移動を把握し、学部教育から臨床研修など医学生・

医師の相談に乗り、キャリア形成を支援する。②

さらに、全国ネットワーク組織として「全国医師

キャリア支援センター」を設置し、各都道府県の

情報を共有することで臨床研修医の需給調整を支

援する。 

このように、「医師キャリア支援センター」の設

置によって、医学生・医師のキャリア支援を行う

だけでなく、各都道府県や地域ごとの連携強化が

可能になり、医師偏在の改善につながる。 

2)救急安心センター事業「#7119」の規模拡大と普

及 

救急出動件数のうち軽症者の割合は 48.8％(平

成 31年度)と、約半数を占めている。そこで、救

急搬送の効率化には、救急搬送出動件数を必要最

低限に抑え、重症患者に救急車が行きわたるよう

にする必要がある。 

救急車が必要かどうかを判断する目安として、

救急安心センター事業「#7119」を普及させるべき

だと考えた。「#7119」とは、急な怪我や病気をし

たときに専門家からアドバイスを受ける事が出来

る電話相談窓口のことであり、医師・看護師・相

談員が電話で対応し、怪我や病気の状態から緊急

性を判断する。相談内容から、緊急性が高くない

場合は各自で受診可能な医療機関を案内し、緊急

性が高い場合は迅速な救急出動につなぐ。しかし、

現時点では 16 地域のみでの実施にとどまってい

るため、全国的に導入し、駅構内や学校のトイレ

などの人目につくところで情報発信する。「#7119」

の認知度が高まれば救急車の適正利用が増え、救

急搬送の効率化が期待できる。 
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